
山県市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という

。）第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以

下「総合事業」という。）の実施に関し、法、介護保険法施行規則（平成１１

年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）及び山県市介護保険条例施行規

則（平成１５年山県市規則第７２号。）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱における用語は、法、省令及び介護予防・日常生活支援総合事

業の適切、かつ、有効な実施を図るための指針（平成２７年厚生労働省告示第

１９６号）の例による。

（事業の内容及び対象者）

第３条 総合事業の事業の内容及び対象者は別表第１のとおりとする。

（事業の委託及び指定）

第４条 市長は、総合事業の全部又は一部を委託することができる。

２ 市長は、適当と認める者が運営する事業所を、総合事業を実施する事業所と

して指定することができる。

３ 介護予防ケアマネジメントは、地域包括支援センターが実施するものとする

。ただし、市長が必要と認めたときは、居宅介護支援事業所に委託することが

できる。

（訪問介護相当サービス事業、通所介護相当サービス事業及び緩和した基準に

よる通所型サービスＡ事業並びに介護予防ケアマネジメント事業利用の手続

）

第５条 訪問介護相当サービス事業、通所介護相当サービス事業及び緩和した基

準による通所型サービスＡ事業並びに介護予防ケアマネジメント事業を利用し

ようとする者の手続は、山県市介護保険条例施行規則（平成１５年山県市規則

第７２号。）第７条の３の規定を準用する。

（一般介護予防事業利用の手続）

第６条 一般介護予防事業を利用しようとする者は、利用申請書（様式第１号）を



市長に提出するものとする。

（通所型サービスＣ事業利用の手続）

第７条 通所型サービスＣ事業を利用しようとする者（以下「申請者」という。）

は、通所型サービスＣ事業利用申請書（様式第２号）と介護保険被保険者証の写

し又は基本チェックリストの写しを市長に提出するものとする。

（通所型サービスＣ事業利用の決定）

第８条 市長は、前条の申請書を受理したときには、その内容を審査し、申請者に

通所型サービスＣ事業利用決定・却下通知書（様式第３号）により事業参加への

適否を通知するものとする。

（サービス事業支給費の支給）

第９条 サービス事業支給費（法第１１５条の４５の３第１項の第１号事業支給

費をいう。以下同じ。）の額は、次に掲げるサービスの種類に応じ、それぞれ

次に定める額とする。

（１） 訪問介護相当サービス及び通所介護相当サービス 前条の規定により

サービスの種類ごとに算定されたサービス事業に要する費用の額（その額が

現に当該サービスに要した費用の額を超えるときは、当該サービスに要した

費用の額とする。）の１００分の９０（サービスの利用者が、第１号被保険

者であって法第５９条の２に規定する政令で定めるところにより算定した所

得の額が同条に規定する政令で定める額以上である居宅要支援被保険者等で

ある場合にあっては、１００分の８０）に相当する額

（２） 緩和した基準による通所型サービス 別に市長が定める額

（支給限度額）

第１０条 対象者のサービス事業支給費の支給限度額単位は、それぞれ１箇月ご

とに別表第２に定めるとおりとする。

２ 総合事業の利用者が法第５２条に規定する予防給付を利用している場合は、

総合事業及び予防給付の限度額単位を一体的に算定するものとする。

（利用料）

第１１条 総合事業の利用者は、別表第１に定める利用料を負担するものとする

。

２ 総合事業の実施に際し、食事代その他実費が生じるときは、その費用は利用



者が負担するものとする。

３ 第１項の利用料は、総合事業を実施する者が、これを徴収するものとする。

（委任）

第１２条 この要綱に定めるもののほか、総合事業の実施に関して必要な事項は

、市長が別に定める。

附 則

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。



別表第１（第３条・第１１条関係）

介護予防・生活支援サービス事業 事業内容 利用料 対象者

訪問型 訪問介護相当サービス事業 旧介護予防訪問介護に 国の基準 要支援認定者

サービ 相当する訪問型サービ と同等の 平成２７年厚生労働

ス スをいう。 額 省告示第１９７号の

通所介護相当サービス事業 旧介護予防通所介護に 国の基準 事業対象基準に該当

通所型 相当する通所型サービ と同等の する第１号被保険者

サービ スをいう。 額

ス 緩和した基準による通所型 旧介護予防通所介護に 週１回

サービスＡ事業 係る基準よりも緩和し ２５０円

た基準によるサービス ／回

をいう

通所型サービスＣ事業 保健・医療の専門職に 週１回

より提供される通所型 ４００円

サービスであって、３ ／月

箇月間から６箇月間ま

での短期間で行われる

サービスをいう。

介護予防ケアマネジメント事業 介護予防支援に相当す 国の基準

る介護予防ケアマネジ と同等の

メントをいう。 額

一般介護予防事業 要介護状態等になるこ １００円 全ての第１号被保険

との予防を推進する事 ／回 者

業をいう。



別表第２（第１０条関係）

対象者区分 １箇月あたりの支給限度額及び単位

平成２７年厚生労働省告示第１９７号の ５０、０３０円 （５、００３単位）

事業対象基準に該当する第１号被保険者

要支援１ ５０、０３０円 （５、００３単位）

要支援２ １０４、７３０円 （１０、４７３単位）



様式第１号（第６条関係）

利用申請書

年 月 日

山県市長 様

私は、 の 会場を利用したいので、山県市介護予防・

日常生活支援総合事業実施要綱第６条の規定により申請します。

記

フリガナ 男・女

氏 名

住所

生年月日 年齢

血液型

電話番号

緊急連絡先 （氏 名） （続 柄）

① （住 所）

（連絡先）

緊急連絡先 （氏 名） （続 柄）

② （住 所）

（連絡先）

緊急連絡先 （氏 名） （続 柄）

③ （住 所）

（連絡先）

治療中の疾病及

びかかりつけ医

院

注意

この事業は一般介護予防事業の一つです。日常生活（食事、排泄など）に支障がない方が対象です。

申請後に、見守りや支援及び介護が必要になられた方は、介護保険サービスの利用に切り替えて頂きますようお願いします。

上記内容に変更があった場合は、再度ご記入して頂きます。

変更がない場合は、引き続きこの申請書にてご利用頂けます。



様式第２号（第７条関係）

通所型サービスＣ事業利用申請書

年 月 日

山県市長 様

申請者 住所

氏名 ㊞

通所型サービスＣ事業を利用したいので、山県市介護予防・日常生活支援総合事業

実施要綱第７条の規定により申請します。

記

フリガナ

利用者 男・女

生年月日

電話番号

緊急連絡先 （氏 名）

（住 所）

（連絡先）

希望期間



様式第３号（第８条関係）

通所型サービスＣ事業利用決定・却下通知書

第 号

年 月 日

様

山県市長 ㊞

年 月 日付けで申請のあった山県市通所型サービスＣ事業の利用について、

山県市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱第８条の規定により通知します。

記

利用者氏名

決定

利用期間

却下 却下理由


